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特化係数を用いた大阪府小売業の業種特性に関する実証研究
An Empirical Study on Features of Type of Retail  













　『平成 26 年経済センサス - 基礎調査』をふまえ、大阪府が集計・分析した調査結果概要によ
ると、無店舗小売業を含んだ大阪府都市小売業の大まかな全体像は以下のとおりである。1）
　まず、事業所数をみると、大阪市が 1 万 8,876 事業所（構成比 41.4％）と最も多く、次いで
堺市が 3,505 事業所（同 7.7％）、東大阪市が 2,444 事業所（同 5.4％）、豊中市が 1,612 事業所
（同 3.5％）、枚方市が 1,471 事業所（同 3.2％）となり、上位 5 市で 61.2％を占めている。従業
者数も大阪市が 14 万 4,509 人（構成比 38.8％）と最も多く、次いで堺市が 3 万 1,206 人（同 8.4
％）、東大阪市が 1 万 9,507 人（同 5.2％）、高槻市が 1 万 4,310 人（同 3.8％）、枚方市が 1 万
3,972 人（同 3.7％）となり、同じく上位 5 市で 59.9％を占め、さらに年間商品販売額も大阪市
が 3 兆 9,423 億円（構成比 46.9％）と最も多く、次いで堺市が 6,136 億円（同 7.3％）、東大阪
市が 3,704 億円（同 4.4％）、高槻市が 2,781 億円（同 3.3％）、枚方市が 2,628 億円（同 3.1％）












事業所、同 7.7％）、菓子・パン小売業（2,807 事業所、構成比 6.2％）の順、業種別従業者構成
比は各種食料品小売業（5 万 9,917 人、構成比 16.1％）が最も高く、次いでその他の飲食料品
小売業（5 万 6,949 人、同 15.3％）、医薬品・化粧品小売業（3 万 464 人、同 8.2％）、他に分類
されない小売業（2万 7,803人、同 7.5％）、百貨店、総合スーパー（2万 3,626人、同 6.3％）の
順となっている。
　さらに、業種別の年間商品販売額構成比をみると、各種食料品小売業（1 兆 712 億円、構成
比 12.8％）、百貨店、総合スーパー（8,375 億円、同 10.0％）、燃料小売業（8,104 億円、同 9.6
％）、自動車小売業（7,770 億円、同 9.2％）、機械器具小売業（7,453 億円、同 8.9％）の順で、
いずれも 7,000 億円を超えており、これら上位 5 業種で小売業全体の 50.5％を占め、以下、医
薬品・化粧品小売業（6,814億円、同8.1％）、その他の飲食料品小売業（6,624億円、同7.9％）、









































































































































































































































































































































きたい。なお、年間商品販売額を調査対象としている関係上、どうしても表 3-1 及び表 3-2 に
は「X」が表象されることが多く、具体的数値が秘匿されていることは致しがたい。
　まず、表 3-1 の大阪府都市小売業の区市町村別・業種別の年間商品販売額の小売業計をみる
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